
 

令和３年第２回別府市議会定例会 

議案（条例・その他）の概要 

 

 

議第４３号 別府市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する条例の一部改正について 

議第４４号 別府市税条例の一部改正について 

議第４５号 別府市手数料条例の一部改正について 

議第４６号 別府市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正について 

議第４７号 別府市都市公園の設置及び管理に関する条例の一部改正について 

議第４８号 工事請負契約の締結について 

議第４９号 市有地の貸付けについて 

議第５０号 旧慣による公有財産についての権利を廃止することについて 

議第５１号 市長専決処分について 

議第５２号 市長専決処分について 

議第５３号 市長専決処分について 

議第５４号 市長専決処分について 
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議第４３号  

   別府市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  デジタル庁設置法（令和３年法律第３６号）により、行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。

以下「番号利用法」といいます。）の一部が改正され、情報提供ネットワークシ

ステムを設置し、及び管理する者が総務大臣から内閣総理大臣に改められたこ

と等に伴い、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

 (1) 第６条の表中「総務大臣」を「内閣総理大臣」に改めます。 

 (2) 第６条の表中で引用する番号利用法の条項の異動に伴い、所要の整理を行

います。 

３ 施行期日 令和３年９月１日 

４ 担当課 総務部総務課  

 

議第４４号  

   別府市税条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）及び地方税法施行

令の一部を改正する政令（令和３年政令第１０８号）により、地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）及び地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号）の

一部が改正され、個人の市民税の算定における扶養親族の範囲が見直されたこ

と等に伴い、条例を改正します。  

２ 議案の内容  

 (1) 個人の市民税の非課税の範囲等に係る扶養親族について、年齢１６歳未満

の者及び控除対象扶養親族に限ることとします。（第２４条、附則第５条関係） 

 (2) 公的年金等受給者の扶養親族申告書に係る扶養親族について、「控除対象

扶養親族を除く」としていたものを「年齢１６歳未満の者に限る」に改めま

す。（第３６条の３の３関係）  

 (3) 特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例について、

適用期限を令和９年度分の個人の市民税まで延長します。（附則第６条関係） 

３ 施行期日 令和６年１月１日。一部は令和４年１月１日  

４ 担当課 総務部市民税課  
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議第４５号  

   別府市手数料条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法

律第３７号）により番号利用法の一部が改正され、地方公共団体情報システム

機構が個人番号カードを発行し、発行に係る手数料を徴収することができると

されたことに伴い、条例を改正します。 

２ 議案の内容  

  別表第１中の１４の項（個人番号カードの再交付手数料）を削り、１５の項

から２２の項までを１項ずつ繰り上げます。  

３ 施行期日 令和３年９月１日 

４ 担当課 市民福祉部市民課  

 

議第４６号  

   別府市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正について 

１ 趣旨 

  児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の規定に基づき条例を定めるに当

たり従うべき基準等を定める家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

（平成２６年厚生労働省令第６１号）の一部が改正され、書面の作成等につい

て、書面に代えて電磁的記録により行えることが定められたこと等に伴い、条

例を改正します。  

２ 議案の内容  

 (1) 電磁的記録に関する規定を加えます。（第４９条関係）  

 (2) その他字句の整理を行います。（第６条関係） 

３ 施行期日 令和３年７月１日 

４ 担当課 市民福祉部子育て支援課  

 

議第４７号  

   別府市都市公園の設置及び管理に関する条例の一部改正について 

１ 趣旨 

  有料公園施設の使用料を改定することに伴い、条例を改正します。 

２ 議案の内容  



3 

 (1) 別府公園の項中「駐車場」を「東駐車場」に改めます。（別表第２関係）  

 (2) 有料公園の使用料について、次のように金額を改定します。（別表第３関

係） 

有料公園

施設名 
区分 現行 改正案 

南 立 石 緑

化 植 物 園

み ど り の

相談所 

集会室  １時間につき １，０

０１円 

１時間につき １，０

００円 

別 府 公 園

東駐車場 

大型自動車

及び中型自

動車（８ト

ン車両等に

限る。）  

１時間を超える場合は

１時間又はその端数を

増すごとに ２２０円 

１時間を超える場合は

１時間又はその端数を

増すごとに２００円。

ただし、規則で定める

供用時間内は、１，００

０円を上限とする。  

夜間駐車 ２，２００

円 

夜間駐車 １，０００

円 

中型自動車

（８トン車

両 等 を 除

く。）、準中

型自動車及

び普通  

自動車  

１時間を超える場合は

１時間又はその端数を

増すごとに １１０円 

１時間を超える場合は

１時間又はその端数を

増すごとに１００円。

ただし、規則で定める

供用時間内は、５００

円を上限とする。  

夜間駐車 １，１００

円 

夜間駐車 ５００円 

鉄 輪 地 獄

地 帯 公 園

ド ッ グ ラ

ン 

一時利用の

場合 

１頭１回につき ３２

８円 

１頭１回につき ３２

０円 

年間利用の

場合 

１頭１年につき ４，

７６５円 

１頭１年につき ４，

７６０円 

３ 施行期日 令和３年７月１日 

４ 担当課 建設部公園緑地課  

 

議第４８号  
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   工事請負契約の締結について 

１ 趣旨 

  工事請負契約の締結について、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例（平成２年別府市条例第１７号）第２条の規定により、議

会の議決を求めます。  

２ 議案の内容  

 (1) 契約の目的  別府市新学校給食共同調理場整備事業  

 (2) 契約の方法  一般競争入札総合評価落札方式による契約  

 (3) 契約の金額  ３，６４１，０００，０００円 

         （うち消費税及び地方消費税の額３３１，０００，０００円）  

 (4) 契約の相手方 和田・幸・大建・大有・日本調理機建設工事共同企業体  

           大分県別府市石垣東十丁目３番４０号  

            株式会社和田組  

             代表取締役 和 田  修 

           大分県別府市石垣東一丁目９番３１号  

            株式会社幸建設  

             代表取締役 幸  勝 美 

           福岡県福岡市博多区住吉三丁目１番１号  

            株式会社大建設計九州事務所  

             九州事務所所長 田 嶋  慎 也 

            大分県大分市花津留二丁目１７２番  

             株式会社大有設計  

              代表取締役 小 野  晶 紀 

            福岡県大野城市瓦田四丁目１５番３０号  

             日本調理機株式会社九州支店 

              支店長 今 古 賀  達 生 

３ 担当課 教育部教育政策課  

 

議第４９号  

   市有地の貸付けについて 

１ 趣旨 

  市有地を貸し付けることについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第６号の規定により、議会の議決を求めます。  

２ 議案の内容  
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 (1) 市有地の所在地 

   別府市上田の湯町２９１７番４ 

 (2) 貸付けの相手方  

   別府市上田の湯町１５番４０号 

    社会福祉法人別府市社会福祉協議会  

     会長 長 野  恭 紘 

 (3) 貸付けの理由 

   成年後見支援事業等事務所用地として  

 (4) 貸付期間 

   令和３年７月１日から令和１３年３月３１日まで  

 (5) 貸付料 

   無料 

３ 担当課 市民福祉部高齢者福祉課  

 

議第５０号  

   旧慣による公有財産についての権利を廃止することについて 

１ 趣旨 

  市有地を売却することに伴い、その旧慣を廃止することについて地方自治法

第２３８条の６第１項の規定により、議会の議決を求めます。  

２ 議案の内容  

 (1) 対象土地 

所 在 地 地番 地目 実測面積 

別府市大字野田字ザ

ッショウ原 
１２９３番１２ 原野 ４，０６５．６８㎡ 

別府市大字野田字ザ

ッショウ原 
１２９３番１３ 原野 ６１．５２㎡ 

別府市大字野田字ザ

ッショウ原 
１２９３番１４ 原野 ４３７．５７㎡ 

別府市大字野田字ザ

ッショウ原 
１２９３番３２ 原野 １３８．４７㎡ 

別府市大字野田字ザ

ッショウ原 
１２９３番３４ 原野 ４３．５２㎡ 

 (2) 旧慣を廃止するための事項  
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   湯山採草組合に対して、金２８１，２４６円を交付する。  

３ 担当課 総務部総務課  

 

議第５１号  

   市長専決処分について 

１ 趣旨 

  新型コロナウイルスの感染症の長期化により生活が苦しい低所得のひとり親

世帯を対象に子育て世帯生活支援特別給付金を支給するため、地方自治法第１

７９条第１項の規定に基づき、市長において専決処分したので、同条第３項の

規定により議会に報告し、その承認を求めます。 

２ 議案の内容  

 (1) 処分事項 令和３年度別府市一般会計補正予算（第１号）  

 (2) 処分年月日 令和３年４月１日  

３ 担当課 企画戦略部財政課  

 

議第５２号  

   市長専決処分について 

１ 趣旨 

  地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）が令和３年３月３

１日に公布され、同年４月１日から施行されたことに伴い、関係条例の改正を

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、市長において専決処分しました

ので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求めます。  

２ 議案の内容  

 (1) 処分事項 令和３年別府市条例第１７号 

        別府市税条例等の一部を改正する条例  

 (2) 処分年月日 令和３年３月３１日  

 (3) 主な改正内容  

  ア 給与所得者の扶養親族申告書等について、一定の要件を満たす場合には、

申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供することができることと

します。（第３６条の３の２、第３６条の３の３、第５３条の８及び第５３

条の９関係）  

  イ 環境性能割の税率を見直します。（第８１条の４関係） 

  ウ 平成３０年７月豪雨に係る固定資産税の特例の適用を受けようとする者

がすべき申告等を規定します。（附則第１０条の５関係）  
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  エ 令和３年度の固定資産税の評価替えに伴い、土地に係る令和３年度から

令和５年度までの各年度分の固定資産税及び特別土地保有税の負担につい

ての調整措置を行います。（附則第１１条、附則第１２条、附則第１３条、

附則第１５条関係） 

  オ 軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減期限を令和３年１２月３１日まで

延長します。（附則第１５条の２関係）  

  カ 令和３年度及び令和４年度に初回車両番号指定を受けた３輪以上の軽自

動車で排出ガス性能及び燃費性能の優れた環境負荷の少ないものについて、

当該車両番号指定の翌年度に種別割の税率を軽減することとします。（附則

第１６条、附則第１６条の２関係）  

  キ 新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除について、

適用期限を令和１７年度分の個人の市民税まで延長する等します。（附則第

２７条関係）  

  ク 地方税法の改正による条項の移動等に伴う所要の改正をします。  

 (4) 施行期日 令和３年４月１日ほか 

３ 担当課 総務部市民税課  

 

議第５３号  

   市長専決処分について 

１ 趣旨 

  地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号）が令和３年３月３

１日に公布され、同年４月１日から施行されたことに伴い、関係条例の改正を

地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、市長において専決処分しました

ので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求めます。  

２ 議案の内容  

 (1) 処分事項 令和３年別府市条例第１８号 

        別府市都市計画税条例の一部を改正する条例  

 (2) 処分年月日 令和３年３月３１日  

 (3) 主な改正内容  

  ア 令和３年度の固定資産税の評価替えに伴い、土地に係る令和３年度から

令和５年度までの各年度分の都市計画税の負担についての調整措置を行い

ます。（附則第７条から附則第１２条まで関係）  

  イ 地方税法の改正による条項の移動等に伴う所要の改正をします。  

 (4) 施行期日 令和３年４月１日  
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３ 担当課 総務部資産税課  

 

議第５４号  

   市長専決処分について 

１ 趣旨 

  地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４０４条第２項の規定に基づく固

定資産評価員の選任を地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、市長にお

いて専決処分しましたので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認

を求めます。  

２ 議案の内容  

 (1) 処分事項 地方税法第４０４条第２項の規定に基づく固定資産評価員の

選任 

         別府市職員 野 田  哲 也 

 (2) 処分年月日 令和３年４月１日 

３ 担当課 総務部資産税課  

 

 


